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雇用政策と一体となった介護人材確保対策の検討
一介護人材不足問題の背景を考えるー
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摘要

本稿で目指すものは,介護労働市場が雇用政策と一体となった介護人材確保対

策から受ける影響を検討し,介護労働市場の現状を分析することにより,介護人

材不足問題の背景を考察することにある。雇用政策と一体となった介護人材確保

対策は,失業者や無資格者を介護労働者として積極的な誘導を図るものであり,

介護労働市場を経済状況や雇用情勢の影響を受けやすい社会的評価の低い労働市

場として位置づけるものとなっている。そしてこのことが,慢性的な介護人材不

足発生の要因のひとつになっていると考えられる。介護労働市場を専門職労働市

場として位置づけて,専門性の高い人材を安定的に確保できるような介護人材確

保政策への転換が望まれる。
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はじめに

介護職員の確保および継続の難しさが課題となって久しい。その背景には,給与等の低さや

労働条件の過酷さが指摘されているが,われわれは介護の現状をこのひと言で納得してしまっ

てはいないだろうか。厚生労働省の諮問機関,社会保障審議会介護保険部会がまとめた「介護

保険制度の見直しに関する意見」1)では,人材確保に関して「他の産業に比べ離職率が高いこと

や平均賃金が低いことなどの課題」があると分析し,業界のイメージアップや処遇改善への取

り組みが必要との認識を示している。こうした指摘が出る際によく使用される厚生労働省の「賃

金構造基本統計調査(賃金センサス)」を基に作成される資料によれは?),たしかに,介護職員

の賃金は全産業計と大きな差がある。だが,性別,年棚,勤続年数などさまざまな要素を勘案

すると,介護職員の賃金水準は全産業と比べ見劣りしないとの指摘もある3)。

いずれにしても,依然として介護分野の人手不足感が根強いのは実情であり,その背景を解

明することこそが本稿の目指すところである。これまでの先行研究によれは冷,「そもそも自由

競争の中で,労働者と企業の参入と退出が自由に行われていれば,『賃金水準が低いから』とい

う理由で労働力不足が生まれるはずはない」という視点から,介護職員の労働力不足発生の原

因についての仮説の検証がなされている。もうひとつは,賃金決定に介護報酬改正等の影響を

受けるという要因をはらんでいるのではないか。また,景気回復による他産業の求人増加によ
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る影響を受けているのではないか,という指摘もなされている。

このように,介護職員の確保を論ずる場合には,政策動向と合わせ,経済状況や雇用情勢か

ら受ける影響は否定できない。雇用情勢が厳しい現状においても介護労働者の不足感が高いが,

介護労働市場は,雇用情勢が厳しい折には受け入れ市場として注目されるが,経済状況が好転

し,他の産業の雇用情勢が改善すれぱ,介護分野の人材確保はより困難になる懸念があるよう

に,経済状況や雇用情勢の影響を強く受けている現状がある。

だが,質の高い介護サービスを担う人材を安定的に確保するには,経済状況や雇用情勢の影

響を受けない形での安定的な介護人材確保対策の必要がある。つまり,質の高い介護サービス

を担う人材の安定的な確保に向けた対策が必要であることは言うまでもなく,将来を見据えて,

これまでの介護人材確保対策のあり方を検証するとともに,経済状況や雇用情勢にあまり影響

されないような介護人材確保の取り組みをつくっていくことが重要な課題になる。特に,人口

減少の度合いが大きい地域では,全体の労働力人口の減少はより深刻になる懸念がある。また,

団塊の世代が75歳以上となってくる2025年度に向け,医療・介護サービス保障の強化がうたわ

れ,地域包括ケアシステムの構築も求められている。これに伴い,質の高いサービスの安定的

提供につなげていくことは重要な課題であり,全体の労働力人口が減少するなかにあっても,

経済状況や雇用情勢にあまり影響を受けない形での質の高い介護サービスを担う人材を安定的

に確保することが喫緊の課題になる。

だが,これまでの先行研究では,経済状況や雇用情勢と介護労働市場の動向に着目し,その

影響を受ける介護人材確保対策を論ずる視点が欠けている。また,介護を雇用の大きな受け皿

となる産業として位置づけた雇用政策としての介護分野であるという現実を踏まえれぱ,雇用

政策と一体となった介護人材確保対策の取り組みを整理し,介護労働市場が雇用政策と一体と

なった介護人材確保対策から受ける影饗を検討することで,介護職員の労働力不足発生の原因

を解明することが可能になる。

本稿で目指すものは,介護労働市場が雇用政策と一体となった介護人材確保対策から受ける

影響を検討し,介護労働市場の現状を分析することにより,介護人材不足発生の背景を考察す

ることで,介護労働者をどう確保するかという提言にとどまらず,経済状況や雇用情勢に影響

を受けない形での質の高い介護サービスを担う人材の安定的な確保対策のあり方を探ることに

ある。

具体的には,以下の手順で議論を展開するまず,介護を雇用の大きな受け皿となる産業と

して位置づけた介護分野の雇用政策の変遷を理論的に整理し,その影響を受ける産業・雇用政

策と一体となった介護人材確保対策の取り組みを整理する。そのうえで,高齢化のフロントラ

ンナーであるなど地域の課題が全国に先行して進んでいる島根県と鳥取県の山陰地方を対象に,

経済状況や雇用情勢と介護労働市場の関係を検討し,介護分野の経済活動の状況を分析する

最後に,経済状況や雇用情勢に影響を受けない形での質の高い介護サービスを担う人材の安定

的な確保に向けた課題について議論したい
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1 経済・社会の変化と介護分野の雇用政策の変遷

雇用政策の目標は,すべての人が適性に応じた仕事につき,能力を有効に発揮することがで

きるようにし,その経済社会的地位の向上を促進するとともに,国民経済の発展に寄与するこ

とにある。国は,この目標を実現するために,総合的な施策をおこなって,その条件をととの

えるとともに,労使をはじめ国民すべての努力が実をむすぶようにつとめる大きな責務を担っ

ている5)。そのためには,経済政策,社会政策等雇用に関連する施策との有機的な連携を確保す

ることが重要になる

戦後の日本の雇用政策の変遷を概観すると,まず,終戦直後の公共職業安定所を中心とした

雇用に関するセーフティネットの整備にはじまり,経済の発展,景気の変動,産業構造の変化

などに対応した政策,いわば主として労働力需要側の二ーズに対応するための政策が講じられ

てきた。次に,高齢化の進行,女性の職場進出,若者の雇用の急速な不安定化などに対応した

労働者の属性等に着目した政策,いわぱ主として労働力供給側の二ーズに対応するための施策

の流れがある。

高度経済成長期に入ると,急速な工業化の進展により,産業間・地域間の労働移動が活発化

する。国民総生産に占める第2次,第3次産業の割合が増加し,産業別就業者割合も第1次産

業の割合が急陽処こ減少するとともに,第2次・第3次産業の割合が増加しており,労働力需要

は量的にも内容的にも大きく変化した6)。また,技術革新の進展に伴い,技能労働者の育成確保

が強く要請されるようになると,職業訓練を振興するための法律として,「職業訓練法」(1958年)

も制定された。さらに,長期的な視野に立った総合的な雇用対策として,政府全体で「完全雇

用」を達成するために,「雇用対策法」(1966年)が制定された。この「雇用対策法」の理念を具

体的・計画的に実現していくための見取り図として雇用対策基本計画の策定が義務づけられた。

雇用対策基本計画の第 1次計画(1967年度~71年度)においては,すべての労働者がその能

力を有効に発揮できるよう「完全雇用の地固め」を,第2次計画(1972年度~76年度)におい

ては,第1次計画の成果を踏まえて高年齢者,心身障害者の雇用問題等なお残された諸問題に

積極的に対処し,すべての労働者がその個性と能力を生かして「ゆとりのある充実した職業生

活」を実現するための条件・基盤を整備することを課題とした。この間,日本経済はめざまし

いホ呈済成長を達成し,雇用の量的・質的改善が著しく進んだ。

しかし,1973年の石油危機を契機に不況に見舞われ,雇用失業情勢は急陽処こ悪化した。昭和

40年代後半から50年代の期間は,これまで日本経済が経験しなかったほどの困難な時代であり,

「成長率低下のもとでインフレなき完全雇用を達成・維持する」という重要な課題を背負って

いた。こうした中にあって,失業の予防に重点をおいた雇用対策が重要な課題となる。1975年

の雇用保険法の成立から1977年の「雇用安定事業」の創設に至る一連の施策はまさにこのよう

な考え方に沿ったものであった。景気の変動や産業構造の変化等に伴う失業の発生を未然に防

止し,職業転換を円滑に促進するために,「雇用安定事業」の中で講じられた代表的な施策であ

る「雇用調整助成金」も新設された。

1980年代に入ると,「プラザ合意」フ)(1985年)以後の急激な円高によって産業構造の急速な転

換が進む。その対策として労働者の職業能力開発のための制度が整備・充実する。また,1985
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年に65歳以上の人口は10.3%を超え,合計特殊出生率は1.7引こ低下するなど,少子高齢化の進展

が課題になる。こうした状況を背景に,医療施設,社会福祉施設等の福祉関連部門の人材確保

の必要性は増すとみられた。

さらに日本の経済状況は,いわゆるバブルホ丕済崩壊後に厳しいものとなり,雇用失業情勢も

深刻な情勢であった。産業別就業者割合の変化は,製造業や土木・建設業の減少とサービス業

の増加であり,産業間の労働移動が活発化した8 このような厳しい経済状況や雇用情勢の中に

あって,緊急、雇用対策が実施される Q993年)。そして,介護福祉の分野においては,1989年か

ら政府によって始められた「高齢者保健福祉十力年戦略(ゴールドプラン)」の実施によって,

全国の自治体が高齢者の社会福祉施設拡充を競った。地方にとって社会福祉施設整備は,介護

福祉関係職員の雇用を生み出し,地域の雇用創出につながる効果があった。また,ゴールドプ

ランでは,ホームヘルハー等の福祉介護人材の一層の整備も求められた。

このように,バブルの崩壊以降の長引く構造不況によって産業構造の転換をせまられたわが

国では,就業人口の比率を,製造業や士木・建設業から第三次産業,とりわけ人的サービス業

ヘシフトせざるを得なくなったその主なシフト先として期待されたのが介護福祉分野である。

急速に発展する高齢化により,介護労働需要の増大が見込める介護分野を長引くホ茎済停滞を乗,

り越える産業構造転換の切り札にしようというものであった。この時期の雇用政策の基本は,

人手不足感の強い業種への労働力移動の促進であり,介護福祉分野は,その有力な受け入れ産

業として位置づけられるようになった

また,バブル崩壊以後は,戦後2番目の長期景気後退に加え,円高の進行等による国際競争

力の低下により雇用調整を余儀なくされる業種の存在とともに,今後の日本経済を牽引し雇用

の大きな受け皿となる産業の不在への懸念等が,日本経済の先行きに不透明感をもたらす時期

でもあった。この時期の政策の基調は,「失業なき労働移動」と高付加価値産業へ労働力を移動

させることであり,日本経済全体の効率化と国際競争力の強化によって雇用問題に対応しよう

とするものであった。

さらに,1997年以降は,金融機関の経営破綻等9)を背景に,経済情勢,雇用失業情勢はさらに

厳しい状況となったこのような状況を打開するため,1997年に政府は,緊急、雇用対策を実施

し,雇用の維持・安定に加え,労働移動や雇用の創出等を模索する。折しも2000年に介護保険

制度が発足し,介護労働需要の大幅な増加が見込める介護分野は,有力な雇用創出産業として

位置づけられたこうして,経済状況や雇用情勢の動きと介護労働需要の増大を背景に,産業

雇用政策と一体となった介護人材確保対策の必要性は増していった
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Ⅱ産業・雇用政策と一体となった介護人材確保対策

そこに,2008年秋のりーマンシヨック以降」0),世界同時不況の下,雇用失業情勢が急楞処こ悪化

すると,リーマンシヨックの影響による対策として,緊急雇用対策が講じられる。その主なも

のが,2009年10月の「緊急、雇用対策」と「緊急、経済対策」である。そして,雇用失業情勢が厳

しさを増す中においても他産業に比べ有効求人倍率が高く,求人二ーズがあると期待される介,

護関係職種に係る求人開拓の積極的な実施をはじめ,介護の事業主を支援するための各種制度



が,そこに盛り込まれた。

表1は,その一連の施策である。この中には,2009年度から実施した,養成機関での受講時

間も含めて給与を得て働きながら介護資格を取得できるΠ動きながら資格をとる」介護雇用プ

ログラムのように,非常に手厚い対策も盛り込まれた。こうして介護分野は,雇用創出力の大

きい成長産業として,雇用の面でも産業の面でも日本の主力産業としての貢献が期待されるよ

うになった。

雇用政策と一体となった介護人材確保対策の検討一介護人材不足問題の背景を考えるー

事業名

「働きながら資格をとる」

介護雇用プログラム

介護福祉士等修学資金貸

付事業

介護福祉士養成のための

雜職者訓練

表1 介護人材確保のための主な対策

事・業内容

求職者が、養成機関での受講時間も含めて給与を得て働き

ながら介護資格を取得。

介護福祉士・社会福祉士養成施設の入学者に対し、修学資

金の貸付けを行う。

介護福祉士の資格取得を目的とした長期間(2年間)の職
業訓練を、民問教育訓練機関等への委託により実施

事業主が、その雇用する労働者に対し、年間職業訓練開発

計画に基づき、職業訓練の実施、自発的な職業能力開発の

支援を行った場合に、訓練経贅や訓練中の賃金等を助成す

る。

小~大学生、高校生や主婦等の一般の方を対象に、年齢等

介護人材参入促進に応じた進路・就職相談や福祉・介護の仕事の大切さと魅
力を伝えるための福祉・介護体験やセミナー等を実施し、

将来にわたって福祉・介護人材の安定的な参入促進を図る。

資格を有しながら福祉・介護分野に就職していない介護福

祉士等の潜在的有資格者や他分野からの離職者等を対象に、

福祉・介護分野への再就業を促進する。

施設・事業所における詳細な求人二ーズの把握と求職者の
適性の確認、、就業後の適切なフ才口ーアップ等を都道府県

福祉人材センターに配置した専門員が一体的に実施し、福

祉・介護人材の円滑な参入と確実な定着を図る。

施設・事業所や地域において、副詞、介護人材の就労年数

や職域階層等に応じた知識や技術等を修得し、適切なキャ

リアパス、スキルアップを促進するための研修等を実施し、

福祉・介護人材の安定的な定着を図る。

福祉・介護人材確保対対策について、関係団体等が参加す

る協議会の設置等、各事・業の実績把握と効果の検証等をー

元的に実施し、事業の連携強化、相乗効果の促進を図る。

厚生労働街,「介護職員の処遇改善等に関する懇談会2012年5村Ⅱ日資料」より作成。

キャリア形成促進助成金

福祉

事業

障害者自立支援対

策等臨時特例交付

金

潜在的有資格者等再就職
促進事業

福祉・介護人材マッチン

グ機能強化事業

福祉・介護人材キャリア

パス支援事業

福祉・介護人材確保対策

連携強化事業

根拠・財源

雇用創出の基金

セーフティネット

支援対策等事業費

厚生労働省所管離

職者等再就職訓練

事業委託金

雇用保険法の能力

開発事業により実

施

しかしながら,このような期待は,必ずしも楽観できるものとは言えない。その理由として,

介護人材確保対策(直接雇用事業)に係る島根県の主な取り組みと,島根県の介護人材緊急、雇

用事業の三つの実施状況からそれらの実績を把握できるので,それを次にあげてみたいⅡ)。表2

の「介護人材確保対策(直接雇用事業)に係る島根県の取り組み」では,4年間で410名のへル

パー2級の研修修了者等や介護労働者の雇用が創出されている。また,「介護人材緊急、雇用事業」

の実施状況は,表3から6 に示すとおりである。これは,応募者の履歴書からの集計と,定着

状況については,就職者への聞き取りから把握したものである。



応募者は,募集定員345名に対し,540名であった(表3)。数人の試験官が面接によって人物

評価を行い,募集定員の345名を選出した。これらの者がへルパー2級る刑惨に参加し,そのうち

研修修了者は209名である。このへルパー 2級研修修了者209名のうち,ヘルハーとして就職し

た人は167名で,就職率は80%である。これ以外の,ヘルパー2級る刑惨を修了しても,ヘルパー

として就職しなかった未就職者は3名,研修修了後のお試し勤務期間中に就職を辞退した者は

39名であるこれらの実施状況から,緊急、雇用対策プログラムに参加してへルパーの研修を修

了したとしても,仕事の向き不向きがあるため,その仕事は決して誰にでもできるものではな

いということがうかがえる。

また,応募者の前職については,製造業が102名(19%),卸売業が86名(16%),サービス業

が53名(10%),建設業が47名四%),その他が252名であり,構造不況が深刻な製造業や卸売

業からの応募者が多い(表4)。また,参加者の性別及び年齢については,男性89名,女性120

名で,平均年齢は男女とも30代後半である(表5)。さらに,就職者の定着状況については,3

か月後の定着率は91%,1年後の定着率は7]%である(表6)。このように,他産業からの失業

者がへルパー2級研修を修了して介護事業所等に就職しても,研修修了者の約半数以上の人が

1年以内に離職している状況である。これらのことから,介護は誰でも入りゃすい分野である

が就業継続は容易ではない,ということがうかがえる
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介護人材緊急、雇用事業

事業名

表2

現任福祉・介護職員等の

研修支援事業

介護人材確保対策(直接雇用事業)に係る島根県の取り組み

事業内容

介護分野の就職希望者を県社会福祉協議会等で臨
時雇用しながら、ヘルパー2級資格取得と事務所

でのお試し勤務(派遣)を通じて就職先選びを支
援する。

現任職員が研修等に参加しゃすいように、代替の

介護職員を雇用した場合>必要となる雇用費用を

助成し、研修機会の確保と新たな雇用創出を図

る。

介護・福祉分野の就職者が働きながら資格(介護
介護雇用プログラム事業福祉士、ヘルパー2級)取得できるよう支援し、

介護人材の雇用を支援する。

資料出所:島根県高齢者福祉課の提供資料より作成

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

合計

資料出所:

16995 56

90 51141

5280 131

80 99 50

540 209345

島根県高齢者福祉課の提供資料より作成

募集定員

実績

平成21年度実績(42名)
平成22年度実績(40名)

平成23年度実績(46名)
平成24年度実績(39名)

平成21年度実績(なし)

平成22年度実績(47名)

平成23年度実績(53名)
平成24年度実績(なし、 23年度

で終了)

平成21年度実績(実績なし)

平成22年度実績(41名)

平成23年度実績(78名)

平成24年度実績(24名)

応募者

表3

参加者

就職状況

就職

42

40

46

46

167

就職状況

未就職 辞退

Ⅱ

Ⅱ

6

Ⅱ

39

就職率(%)

75

78

88

78

80

3
 
0
 
0
 
0
 
3



表4 応募者の前職

業種製造業卸売業サービス業建設業介護分野運輸業金融保険業

人数(人X%) 102(19) 86(16)脇ao) 47(9) 38(フ.フ) 24(4.4) 24(4.4)

資料出所:島根県高齢者福祉課の提供資料より作成。

雇用政策と一体となった介護人材確保対策の検討一介護人材不足問題の背景を考えるー

表5 参加者の性別及び年齢

男性女性全体

参加人数 89 209120

構成割合 43% 57% ]00%

平均年齢(歳) 36.5 39.6 38.3

資料:島根県高齢者福祉課の提供資利より作成。

また政府は,雇用政策と一体となった介護人材確保施策の積極的な推進に向けて,各都道府

県に次のような周知を出した功。公共職業安定所が実施する介護関係職種に係る積極的な求人開

拓等については,製造業等他産業からの離職者を中心に資格や経験のない求職者が多いことを

踏まえ,これらの者が再就職しゃすいように,無資格や未経'験の求職者でも応募可能な求人の

確保を目指すよう一層働きかけることや,公共職業安定所において,受理後一定期間が経過し

た介護関係職種の未充足求人を中心として,ホームヘルパー2級や無資格かつ未経験でも応募

可能となるよう,求人条件の緩和も促した。,

このことは,ある意味,誰にでも広く介護現場への門戸を開いているものであるが公共職

業安定所の介護分野の求人条件を,無資格かつ未経験でも応募可能であるよう緩和して求人を

促進することは,介護労働市場を失業者や無資格・未経.験者の雇用の受け皿として位置づけた

ことであり,介護労働市場を専門職労働市場としては位置づけていないことだといえる。

就職者の定着状況表6

就職者 3か月後継続就労 1年後継続就労

人数 116128 91

定着率 91% 71%

資料・出所:島根県高齢者福祉課の捉供資利・より作成。

注:就職人数は平成21年~23年度就職者の合計

会類剛娠1

24 (4.4)

Ⅲ経済状況・雇用情勢と介護労働市場の関係

このような介護労働市場の位置づけは,介護分野の有効求人倍率と失業率の関係からも確認

することができるB)。まず,完全失業率及ぴ長期失業率と有効求人倍率の動きをみると(表7),

完全失業率は2009年,2010年に5.1%まで上昇以降,景気の持ち直しに伴い低下傾向にある。20Ⅱ

年は4.6%,2012年は4.3%となっている。長期失業者数の労働力人口に占める割合(長期失業率)

は,2003年に1.フフ%となって後は,景気の回復過程の中で横ぱいとなっていたが,2010年には

1.84%とりーマンシヨツクによる失業者の増加もあって過去最高の水準となった。20]2年は1.68%

と2010年より低下したものの高止まりしている。完全失業率と長期失業率の推移をみると,完

全失業率は2010年に5.1%となって以降低下傾向にあり,長期失業率も2010年に過去最高水準の

1.84%となってから低下傾向にあるように,完全失業率と長期失業率の動きは,ほぼ連動して

いる。

これに対し,職業計の有効求人倍率は,2009年に0.47倍と過去最低水準まで低下したものの,

その後は穏、やかに回復し,2012年は0.80倍となっている。介護関係職種の有効求人倍率は,2008

年に2.20倍まで上昇した後は,低下傾向に転じ,その後は再ぴ増加傾向にある。2009年は1.33

倍,2012年は1.73倍となっている。職業計の有効求人倍率と介護関係職種の有効求人倍率の動き

病院

22 (4.0)

その他

99(18.0)

情報通信業

2](4.0)



をみると,介護関係職種の有効求人倍率は,職業計の有効求人倍率を大きく上回り,介護閧係

職種の確保は困難な状況にある。

完全失業率及び長期失業率と介護関係職種の有効求人倍率をみると,2009年に完全失業率と

長期失業率が上昇する一方,介護関係職種の有効求人倍率は低下しているように,景気が後退

し,失業率が高くなると,介護関係職種の有効求人倍率は低下し,相対的に人材を確保しゃす

くなっている。特に長期失業率が高くなると,介護分野ではより相対的に人材を確保しゃすく

なる傾向にある。しかし,景気が回復して失業率が低下すると再び介護分野の有効求人倍率は

上昇して,人材を確保しにくくなる。このように,経済状況や雇用情勢の影響を大きく受けて

いる現状は,介護労働市場が,専門職労働市場にはなっていないということを示している。

宮本恭子

表7 完全失業率、長期失業率、職業計の有効求人倍率、介護関係職種の有効求人倍率の推移

完全失業率(%)長期失業率(%)職業計の有効求人倍率(イ剖介護剛系職種の有効求人倍率皓)

0.594.フ

0.591.245.0

0.545.4 1.57

0.645.3 1.フフ

0.83 1.141.604.フ

1.470.85].454.4

1.741.061.354.1

2.10〕.041.253.9

2.200.881.314.0

1.330.471.435.1

1.380.521.845.1

1.650.654.6

1.730.804.3 1.63

:完全失業率:総務省統計局「労働力調査」各年版より作成。

長期失業率:総務省統計局「労働力調査」より作成。

職業計の有効求人倍率、介護関係職種の有効求人倍率:厚生労働省職業安定局価哉業安定業務統計」各年版よ

り作成。

完全失業率:年平均、「労働力人口」に占める「完全失業者」の割合。

有効求人倍率:新卒者を除きパートタイムを含む

介護関係職種とは、福祉施設指遵専門員、福祉施設寮母・寮父、その他の社会福祉専門の職業、家政婦、ホーι、ヘル

パーである。

長期失業率とは、労働力人口に占める失業期問]年以上の失業者の割合

2001年は、失業期問のデータがないため、集計できない

2000(年)

2001

2002

2003

2004

2005

2006

2007

2008

2009

2010

2011

2012

出所資料

注

このことは,島根県と鳥取県の有効求人倍率と失業率の関係からも確認することができる

(表8)川。 2008年秋のりーマンショックの影響を背景に,島根県と鳥取県の2009年の完全失業

率は,3.フ%,4.8%まで上昇した後は,2012年には,島根県2.5%,鳥取県3.フ%まで低下した。

これに対し,職業計の有効求人倍率は,2009年に島根県0.61倍,鳥取県0.47倍と過去最低水準ま

で低下したものの,その後は上昇し,2012年は島根県0.95倍,鳥取県0.70倍となっている。介護

サービスの職業の有効求人倍率についてみると,島根県は20Ⅱ年に1.63倍,鳥取県は2012年に0.94

倍と上昇傾向にある。島根県と鳥取県の介護サービスの職業の有効求人倍率は,職業計の有効

求人倍率を上回っているが,全国と比較するとその差は小さい。また,都道府県別の介護関係



職種の有効求人倍率と職業計の有効求人倍率の関係についてみると,すべての都道府県におい

て介護関係職種の有効求人倍率は職業計のそれを大きく上回っているが,地域差は大きい

(表9)恂。

さらに,島根県と鳥取県の完全失業率と介護サービスの職業の有効求人倍率の関係をみる

と,2009年から2102年の短期間の推移ではあるが,完全失業率が低下すると,介護サービスの職

業の有効求人倍率は上昇しているように,景気が回復して失業率が低下すると介護分野の有効

求人倍率は上昇して,介護分野の人材確保は相対的に困難になっている。

雇用政策と一体となった介護人材確保対策の検討一介護人材不足問題の背景を考えるー

表8 島根県・鳥取県の完全失業率・職業計の有効求人倍率・介護サービスの職業の有効求人倍率

鳥取県島根県

職業計の有効職業計の有効
完全失業率 完全失業率

求人場率(イ剖 求人倍率(イ剖

2000(年)

2001

2002

2003

2004

2005

2006

2007

2008

2009

2010

2011

2012

出所資料

0.913.4 0.83 3.2

0.724.0 3.9 0.フフ

3.93.6 0.61 0.60

0.65 0.683.0 4.0

0.70 3.フ 0.803.0

2.3 4.0 0.フフ0.79

2.8 0.89 3.フ 0.79

0.753.80.922.4

0.670.863.2 4.2

0.61 0.471.24 0.493.フ 4.8

0.604.23.2 1.390.70 0.79

0.852.9 4.0 0.681.63 0.87

0.952.5 0.701.39 3.フ 0.94

完全失業率:総務省統計局「労働力調査」より作成

職業計の有効求人倍率、介護サービスの職業の有効求人倍率:厚生労働省職業安定局阿哉業安定業務統計各

年版」より作成。

完全失業率は、年平均である。

Ⅳ介護産業の経済活動の状況

次に,雇用の面だけでなく産業の面でも有力な成長産業としての期待が増している介護分野

の経済活動の状況をみてみよう。2013年6月に「日本再興戦略」と名付けられた成長戦略が閣

議決定された恂。この成長戦略は安部政権の経済政策である「アベノミクス」の「3本の矢」に

おける「第三の矢」として位置づけられており,経済成長に向けて民間活力を引き出すことを,

主目的に,産業基盤の強化策を中心に打ち出されたものである。この成長戦略によると,今後

の戦略的な発展分野のひとつとして介護分野が位置づけられ,介護産業の雇用拡大と成長産業

化に向けた改革が目指されている。

しかしながら,介護産業の経済活動の状況を見てみると功,必ずしも成長産業としての位置づ

けは当てはまらない。全国の事業所数についてみると,事業所数の最も多かった業種は,美容

業で約}7万6千店である。専門料理店が約16万9千店で2位,貸家業・貸間業が約15万1千で,3

介護サービスの

職業の有効求人

倍率(イ剖

Υ主

介護サービスの

職業の有効求人

倍率q剖
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位である(表1の。飲食業や理美容業の事業所数の多さが目立つ。老人福祉・介護事業は約6万

1千事業所で22位にとどまる。だが,従業者数でみると,老人福祉・介護事業は約159万3千人

で,事業所数に比較して従業者数の多さが目立つ

全国の従業者数についていると,従業者数の最も多かった業種は病院で約190万6千人である。

一般貨物自動車運送業力泳加66万1千人で2位,老人福祉・介護事業も3位に入った(表1の。

このように,医療・福祉介護事業は一般貨物自動車運送業とともに雇用吸収力が大きく,雇用,

の大きな受け皿となっている。

老人福祉・介護事業の次に従業者数が多いのが,飲食店や小売りなどの中小零細を含む消費

産業である。日本料理店やラーメン店などの専門料理店やコンビニエンスストア,食料品スー

パーなどが上位にならんだ。医療・福祉・介護事業以外では,運送業や消費産業の従業者数の

割合が大きく,これまで雇用の受け皿となっている。これらのことから,人口減で全体の労働

力人口の減少が見込まれる中,介護事業の従事者数を増やしていくには,従業者数の多い運送

業や飲食業,流通業から介護事業にいかに労働者を移動させることが課題になる。

表10 事業所数・従業者数(全国)

事業所数

業種 業種

雇用政策と一体となった介護人材確保対策の検討一介護人材不足問題の背景を考えるー

順位

全産業

(公務除く)

2

美容業

3

専門料理店

事業所数

6,002,730

4

貸家業・貸問業

5

その他の飲食料・品小売業

6

176,157

酒場・ビヤホール

バー・キヤバレー

イトクラブ

理容業

90,能9

87,438

7

169,217

病院

一般貨物自動車運送業

老人福祉・介護事業

従業者数

従業者数男(人)(96)

34,197,806
60,991,824 '
"(56.D

513,986
1,906,762

(27.の

1,387,フ78
1,661,505

(83.5)

362,634
1,593,913

(22.8)

663,283
1,441,476

(46.の

527,794
1,225,537

(43. D

313,153
1,044,フ]9

(30.0)

458,823
957,152

(47.9)

412,209
875,731

(47. D

195,835
873,465

(22.4)

379,344
854,131

(44.4)

8

167,981

9

151,504

自動車小売業

医療品・化粧品小売業

教養・技能教授業]0

ナ

140,661

専門料理店

その他の飲食料品

小冗業

各種食料品小売業

建物サービス業

他に分類されない

事業サービス業

ー・般診療所

労働者派遣業

老人福祉・介護事業 61,45422

出所資料:総務省統計局「平成21年経済センサスー基礎調査」より作成。

注:従業者数の内訳の男女比はアカウンティングのため100%にならない場合もある。

126,866

111,951

女(人)(96)

26,700,894

(43.8)

1,392,フ76

(73.0)

273,727

(16.5)

1,231,279

(フフ.2)

フ,フフフ,593

(53.9)

697,743

(56.9)

731,566

(70.0)

497,812

(52.0)

463,522

(52.9)

67フ,630

(フフ.6)

474,787

(55.6)

88,330



次に,鳥取県と島根県の事業所数と従業者数については,鳥取県で事業所数が最も多かった

業種は,美容業で1,Ⅱ2店,他に分類されない小売業が679店で2位,理容業が664店で3位であ

る。老人福祉・介護事業は378事業所で,Ⅱ位である(表ID 従業者数が最も多かった業種は,

老人福祉・介護事業で10,037人,病院が9,548人で2位,士木工事業が5,082人で4位に入る(表

Ⅱ)。島根県で事業者数が最も多かった業種は,美容業で1,3]2店である。理容業が937店で2位,

その他の飲食料品小売業が889店で3位に入った老人福祉・介護事業は569事業所で12位である。

従業者数が最も多かった業種は,老人福祉・介護事業で14,019人となっている。病院が10,859人

で 2位,士木工事業も8,741人で3位に入った(表12)。

このように鳥取県と島根県では,老人福祉・介護事業の雇用吸収力は非常に大きく,雇用の

面で重要な位置づけにある。また,土木工事業の雇用吸収力も大きく,これらの業種は,地域

の労働力を吸収する産業として成立している。

表11 事業所数・従業者数(鳥取県)

事業所数 従業者数
順位

業種業種

宮本恭子

全産業(公務除く)

2

3

4

5

6

7

8

9

10

授業者数

329,852

14,019

10,519

8,741

フ,768

5,638

5,621

5,322

4,747

4,728

4,532

事業所数

28,957

1,Ⅱ2 老人福祉・介護事業美容業

他に分類されない小売業 679 病院

理容業 664 一般貨物自動車運送業

656 土木工事業専門料理店

588 専門料理店その他の飲食料品小売業

貸家業・貸問業 509 一般診療所

505 各種食料品小売業医療品・化粧品小売業

470 自動車小売業士木工事業

一般診療所 419 書籍・文具店

旅館・ホテル 383 他に分類されない事業サービス業

老人福祉・介護事業 378

総務省統計局「平成21年経済センサスー基礎調査」より作成。

表12 事業所数・従業者数(島根県)

事業所数 従業者数

業種 業種

出所資利

全産業(公務除く)

2

3

4

5

6

7

8

9

10

順位

569

より作成。

美容業

理容業

その他の飲食料品小売業

他に分類されない小売業

貸家業・貸間業

土木工事業

バー・キャバレー・ナイトクラブ

酒小売業

専門料理店

自動車小売業

授業者数

257,308

10,037

8,548

6,823

5,082

4,504

4,235

4,055

3,862

3,201

3,195

老人福祉・介護事・業12

出所資料:総務省統計局「平成2]年経済センサスー基礎調査」

26

事業所数

40,258

1,312

937

930

889

873

815

731

729

709

696

老人福祉・介護事業

病院

土木工事業

一般貨物自動車運送業

その他の飲食料品小売業

一般診療所

各種食料品小売業

自動車小売業

専門料・理店

児童福祉事業



だが,老人福祉・介護事業は従業者が多い割に売り上げ規模は小さい。全国でみると,社会

保険・社会福祉・介護事業の売上(収入)金額は,全業種の13位にすぎない(表]3)。鳥取県と

島根県の売上(収入)金額についても,鳥取県の社会保険・社会福祉・介護事業は,全業種の

9位,島根県では6位で,全国と比較すると,全業種中の売上(収入)金額は大きい。それで

も従業者数の多さに比べると売り上げ規模は小さい。これに対し,従業者数が3位であった土

木工事業は,従業者数が1位であった社会保険・社会福祉・介護事業をおさえ,売上(収入)

金額で1位となっており,売上げ規模の大きさが目立つ(表13),

また,企業等の一年間の生産活動によって新たに生み出された価値,すなわち企業等が一年

問に稼ぎ出した儲けを示す付加価値額は,全国では病院力泌兆.1兆円で首位,一般診療所が約4.2

兆円で6位,老人福祉・介護事業も約3.8兆円で9位に入った(表14)矧。鳥取県では,医療が約

585億円で首位,社会保険・社会福祉・介護事業が約4.8兆円で2位,総合工事業も約359億円で

屈用政策と一体となった介護人材確保対策の検討一介護人材不足問題の背景を考えるー

付力叶側値額

58,517

41,859

35,860

31,6a

23,507

22,488

19,73]

18,102

17,235

15,848

順位
業種売士業種

74,513,395 総合工耶業1 建對掬 鉱物・金尉1樽卸売業

60,166,963 その他の小売業2 保険業

57,338,622 飲食料品卸売業3 機械器具卸売業

41,013,732 食料品卸売業4 飲食料品卸売業

34,805,188 飲食料品小売業5 その他の卸売業

33,619,788 医療業6 総合工事業

31,738,143 建築材料厳物・金属材榊卸売業7 化学工業

29,661,339 娯楽業8 その他の小売業

25,759,269 社会保険・社会福祉・介1剣礫9 飲食料品小売業

23,455,347 機械器具小売業10 機械器具小売業

資料:総務省統計局「平成24年経済センサスー活動調査」より作成。

注:都迫府県は産業細分類で公表されているため中分類で算出している

付'加価値額

63,346

62,882

56,899

53,519

35,520

26,432

23,066

22,274

20,731

20,226

全国

表13 売上(収入)金額(全国、鳥取県、島根県)

鳥取県

順位
業種付加価値額業種

医療8,169,988 医療1 病院

フ,230,491 社会保険・社会福祉・介i剣陳 社会保険・社会福祉・介1鯛喋2 銀行業

総合工事業3 一般貨物自動車運送業 5,457,207総合工事業

そのその他の小売業5,024,180 その他の小売業4 ソフトウェア業

協伺組合(他に分類されないもの)5 肉動車・同附属品製造業 4,736,311 食料品製造業

飲食料吊.小売業4,243,374 学校教育6 一般診療所

電子部品デバイス・電子回路製造築4,103,383 飲食料・品小売業7 生命保険業

4,058,734 電子機械器具製造業 機械器具小売業8 高等教育機関

3,866,6]6 機械器具小売業 飲食店9 老人福祉・介護事業

食料品製造業10 ネ誇営コンサルタント業 3,464,720 道路'物製造業

出所資制・:総務省統計局「平成24年経済センサスー活動調査」より作成。

注:全国は小分類、鳥取県、島根県は中分類。総合工事業は中分類であり、主として士木施設、建物を完成することを発

注者に対し直接請け負う、亊業所又は自己建設で行う事業所が分類される。

売上

180,449

]73,268

151,013

116,500

114,827

]03,187

93,459

88,966

87,140

83,457

単位(百万円)

島根県全国

業種

総合工亊業

その他の小売業

保険業

飲食利俣.小売業

情報通信機械器具製造業

社会保険社会福祉介1卿業

医療業

砥子部品デバイス・砥子回路製這業

機械器具小売業

飲食利・品卸売業

単位(百万円)

島根県

表14 付加価値額

島取卯、

冗上

310,57フ

230,241

158,697

]48,466

]29,385

125,259

119,440

115,981

115,686

111,470

業種



3位である。島根県では,医療が約633億円で首位,社会保険・社会福祉・介護事業が569億円

で2位,総合工事業が569億円で3位に入った(表14)。

付加価値額は売上高から費用総額を差し引いたうぇで,給与総額と納税額を足し戻して計算

する。これは事業活動で生み出した価値を株主(出資者),従業員,国や自治体に還元する力を

示す。一見すると,老人福祉・介護事業は社会的な価値を生み出す力が高いようにみえる。こ

の付加価値額は企業活動の全体像を把握し,企業が生み出した価値を総合的に判断するため,

営業利益に企業活動の源となる人件費と減価償却費を加えたものであり,付加価値額を伸ばす,

には,これら3つの要素を増やすことが必要になる。したがって,付加価値額が大きいという

ことは,人件費や減価償却費も大きいことを示す。

この人件費が増えるということは,雇用が拡大することと捉えてよいつまり,労働人口が,

増え,失業の低下につながるということを意味する減価償却費が増えるということは,設備

投資が増えることを意味しており,設備投資が増えると好景気にもつながるととらえられる。,

これらのことから,鳥取県と島根県では,医療・福祉・介護事業と土木工事業は,雇用の拡大

を通じた失業の低下と,設備投資の増加を通じた景気の拡大に大きく貢献しており地域経済,

や雇用の面において重要な産業の位置づけにある。

だが,従業員 1人当たりの付加価値額をみると⑨,老人福祉・介護事業は,上位の他の業種に

見劣りする。従業員 1人当たり付加価値額は,1年間に従業員 1人当たり,どれだけの付加価

値を生み出したかを測る指標である。全国の従業員 1人当たりの付加価値額は,老人福祉・介

護事業が280万円にとどまるのに対し,移動電気通信業は6770万円,補助的金融業・金融附帯業

は4250万円であり,老人福祉・介護事業の低さが目立つ(表15)。
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3.3 社会保険・社会福祉介護事業

順位

移動電気通信業

補助的金融業・金融附帯業

石油精製業

コークス製造業

共済事業・少額短期保険業

農林水産金融業

経営コンサルタント業

石油・天然ガス鉱業

ガス業

その伽社会保険・社会福祉・介蔀業

全国

業種

表15

授業員1人

当たりの付

加価値額

67・フ

42.5

38・8

38.5

27.5

26.8

24.0

22.8

21.2

20.4

従業員1人当たりの付加価値額

鳥取県

介護事業:更生保護事業、訪問介護事業、

10

木材・木製品製造業

放送業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

保険業

電気機械器具製造業

各種商品卸売業

漁業(水産養殖業を除く)

協同組織金融業

不動産業

老人福祉・介護事業 2.8 社会保険・社会福祉介護事業

出所資料:総務省統計局「平成24年経済七ンサスー活動調査」より作成。

注:全国は小分類、鳥取県・島根県は中分類。その他の社会保険・社会福祉

社会福祉協議会等は含まれる

業種

2.8

授業員 1人

当たりの付

加価値額

8.6

8.0

フ.8

フ.2

6.8

6.フ

6.フ

6.フ

6.4

6.0

単位(百万円)

島根県

非預全信用樹顎金業クレジノトカ→喋

化学工業

保険業

放送業

小売業

協同組合(他に分類されないもの

補助的金融業等

物品賃貸業

石油製品・石炭製品製造業

情報サービス業

業種

授業員 1人

当たりの付

加価値額

11.6

11.0

10.8

8.4

フ.6

フ.2

フ.0

6.4

6.0

5.9
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鳥取県と島根県でも,老人福祉・介護事業の 1人当たり付加価値額は,330万円と280万円で

あり(表15),全国同様,その低さが目立っ。従業員 1人当たりの付加価値額が小さいというこ

とは,生産性が低いということであり,老人福祉・介護事業が成長産業として経済を牽引して

いくには,従業員 1人当たりの付加価値額を高め,生産性を向上させることが不可欠である。

また,老人福祉・介護事業の従業員1人当たりの付加価値額を事業種別に見ると即,従業員1

人当たりの付加価値額が最も高いのは,介護老人保健施設の400万円であり,最も低いのは,訪

問介護事業の200万円にとどまる(表16)。ここから,生産性の低さが課題である老人福祉・介

護事業において,特に訪問介護事業,通所・短期入所介護などの在宅介護事業の生産性の低さ

は課題であり,老人福祉・介護事業の生産性を向上するには,在宅介護事業の生産性の向上が

不可欠である。

表16 老人福祉・介護事業の事業種別(事業所数、従業者数、付加価値額、従業者1人当たりの付加価値額X全国)

事業所数従業者数(人)付加価値額(百万円)従業者1人当たりの付加価値額佰万円)
2.94,732,65059,124 1,601,692

1,455,309432,3446,078 :

888,070224,3962,936

826,476322,71718,174

610,327300,83212,937

325,638Ⅱ9,4456,702

339,9231]4,2003,461

286,90687,7588,836

「平成24年経済センサスー活動朋査」より作成。

雇用政策と一体となった介護人材確保対策の検討一介護人材不足問題の背景を老えるー

老人福祉・介護事業

特別養護老人ホーム

介護老人保健施設

通所・短期入所介護

訪問介護事業

認知症グループホーム

有料老人ホーム

その1山老人福祉介i鱈業

出所資料:総務省統計局

おわりに

本稿では,介護労働市場が雇用政策と一体となった介護人材確保対策から受ける影響を検討

し,介護労働市場の現状を分析したうえで,介護人材不足問題の背景にっいての,若干の検討

を行ってきた。

1990年代からの長引く構造不況によって産業構造の急、速な転換を迫られたわが国では,介護

福祉分野を長ヲK経済停滞を乗り越える産業構造転換の切り札にするために,介護福祉分野の

雇用を創出するための雇用対策を展開してきた。こうして,厳しい経済状況や雇用情勢と介護

労働需要の増大を背景に,介護を雇用の大きな受け皿となる産業として位置づけた介護人材確

保対策によって,介護福祉は今日,従来の社会政策の枠を超えて産業政策や雇用政策の分野へ

と移動したわけである。また,介護保険制度が発足し,介護労働需要の大幅な増加が見込める

介護分野は,一層有力な雇用創出産業として位置づけられるようになった。このように介護分

野は,雇用創出力の大きい産業として,雇用の面でも産業の面でも日本の主力産業としての貢

献が期待されるようになった。

しかしながら,介護分野の雇用政策は,その施策として,失業者や新卒の未就職者を介護労

働者として積極的な誘導を図るものであることから,介護現場イコール失業者や希望の仕事に

就けない人の雇用の受け皿というイメージを社会に植え付けることになった。また,他産業か

らの失業者の積極的な受け入れを促すために,資格のない者や未経験者にも幅広く門戸を開い
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たことで,介護現場イコール無資格者や未経.験者等でも入れる就労先というマイナスイメージ

を社会に植え付けることにもなった。

このことは,介護労働市場を専門職労働市場としては位置づけていないことを示しており,

介護労働の社会的評価を低めることにつながっているとみることができる。そして介護労働

市場を専門職労働市場としては位置づけてこなかった一連の施策によって介護労働市場は経

済状況や雇用情勢の影響を受けやすい社会的評価の低い市場として位置づけられ,このことが,

介護職員の慢性的な労働力不足発生の背景になっているとみることができる。

実際,介護労働市場は,雇用情勢が厳しい折には受け入れ市場として注目されるが,平時に

なるとそうではなくなってしまう傾向があるように,経済状況や雇用情勢の影響を大きく受け

ている現状があるまた,介護分野は,雇用の面だけでなく産業の面での貢献も期待されてぃ

るが,成長産業としての位置づけは当てはまらず,生産性の低さが課題となっている。ただし,

島根県と鳥取県のような地方では,介護は地域の労働力を吸収する成長産業として成立してぃ

ることが明らかになった。

人口の減少社会を迎え労働力人口は不可避であり,労働力人口が減少するなかで需要が増加

する介護労働者をどう確保するかが課題となっている。特に,人口減少の度合いが大きい地域

では,全体の労働力人口の減少はより深刻になる懸念があり,介護人材の安定的な確保への危

機感も強い。これらのことから,介護現場では経済状況や雇用情勢にあまり影響を受けない形

での質の高い介護サービスを担う人材の安定的な確保に向けた方策をつくることが急務となる

以上の視点から,介護労働市場を専門職労働市場として位置づけて,専門性の高い人材を安

定的に確保することができるような介護人材確保対策に転換していくことが重要な課題である。

そのためには,介護労働者の資格制度の見直しこそが対応策でなけれぱならない叫。介護労働者

の資格は,資格がなければその業務が行えない業務独占の資格ではなく,資格がなくてもその,

業務が行える名称独占の資格である。業務独占は,医師,看護師など多くの医療資格に当ては

まる。名称独占には,介護福祉士,社会福祉士など福祉資格が該当する。介護労働者の資格制

度は,名称独占の資格であるがために資格と就労の関係には,あいまいな位置づけがなされて

おり,介護労働者として就労する場合にはこれらの介護資格の有無が絶対必要条件とはならな

い。つまり,看護職として就労する場合には看護師,准看護師の資格が必要条件であるが介

護職として就労する場合には,介護福祉士の資格は必要条件ではない。このことが,資格と就

労の関係をあいまいにして,雇用政策と一体となった介護人材確保対策によって介護分野を

無資格者や未経験の失業者等の雇用の受け皿として位置づけることを可能にしてきたといえる。

そこで,資格と就労の関係のあいまいさを解消するために,介護福祉士の資格制度を見直す

ことを提案したい。地域包括ケアシステムの中では,医療と介護の連携強化が重視されてぃる。

医師,看護師などの医療職と介護職の連携強化には,専門性の高い介護人材の確保が不可欠で

あるまた,介護分野では分業が遅れており,生産性を引き上げる余地も大きい。介護業務を

専門性が期待される業務と,サポート的な業務に振り分け,介護福祉士とそれ以外の職員の業

務の役割分担を明確に位置づけて,業務全体の効率性を高めることが必要である。このような

介護現場の分業体制の構築は,介護現場の生産性の向上にっながるだけでなく,専門性の高い
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介護人材確保の推進に資すると考えられる。

また,専門性の高い人材が質の高いサービスを提供できる処遇を確保することも必要である

サービスに応、じた適正な賃金水準が確保されれば,労働力がその分野に向かうであろう。では,

介護労働者の賃金水準の問題にはどう対応、すべきか。基本的には介護報酬に縛られる公的保険

であるための賃金の硬直性が,介護労働者の賃金水凖を現在のものにしてしまっている。その

硬直性をそのままにするのではなく,介護福祉士には医療職と同等の賃金水準を確保し,それ

以外の職員との賃金の違いを明確にした賃金体系を介護報酬体系に反映させることが必要であ

る。

さらに,定住対策や地域政策と連携した介護人材確保対策の推進を提案したい。これについ

ては,島根県の「介護人材確保労働者対策に係る取り組み」事業が参考モデルになるであろう記

具体的には,「半農半介護の取り組み」事業がある。これは,農業を営みながら介護にも携わり,

全体として生活に必要な所得を確保する新たな就労形態「半農半介護」による人材確保事業で

ある。もうひとつは,「U1ターンのための島根の産業体験事業」による人材確保事業である。 UI

ターンの受け皿となる雇用の場づくりを,福祉・介護人材確保対策と一体となってすすめるた

め,県外での広報や説明会等の実施,資格取得支援から就職・定住対策までを一貫して行うプ

ログラムである。いずれも県単独事業であるため予算が限られており,受け入れ人数は今のと

ころ限定的であるが,定住対策や地域政策と介護人材確保対策との連携で,地域活性化につな

げることができれば,地域社会の将来に期待が持てるのではないか。また,これらの介護労働

者には,地域で家族の介護指導をしてもらうなど地域へ出かけてもらい,地域の介護支援リ

ダーになってもらうなど,介護労働者を地域全体の社会資源として活用する視点を持つことも

必要なのではないか。このように,介護労働者が地域貢献活動に関わることで,その社会的評

価も自ずとついてくるであろう。

最後に今後の課題について,述べておきたい。今後に残された課題は多い。本稿では,定住

対策や地域政策と連携した介護人材確保対策の事業について,十分な検討ができているわけで

はない。今後は,現地調査を行うなどして,これらの事業の実態把握が課題である。このよう

な地域活性化につながる定住対策や地域政策等と連携した地域貢献型の介護人材確保対策の取

り組みについて検討を行うことが要請されているといえよう。この点について,実態調査を行

うことが,今後の課題である。

雇用政策と一体となった介護人材硫保対策の検討一介護人材不足問題の背景を考えるー

【j釘

平成25年12月20日,社会保障審議会介護保険部会

くhttl)://W、V、V.mhlwgoJP/打le/osshingilくai-12601000-seisalくUtouIくatsuIくan-sanjikanshitsu_shalくaihoS110utan・

10U/0000033066.1)df>(最終アクセス:平成26年5月26日)

幻平成25年6月6日,社会保障審議会(第45回)資料4,「介護人材の確保関係」資料。

<httl〕ゾ/W艸.mhlwgo.jp/me.jsp?id.146268&name.力98520000033四8_1.1〕(1f>(最終アクセス:平成26年

5月26印



堀田聡子,「介護労働市場の現状と課題一採用・離職と過不足間を巡ってー」 Business Labor Trend

2012. H,3-フ,2012,労働政策研究・る刑惨機構。

周燕飛,「介護職員不足問題の経済分析」労働政策研究報告書NQⅡ3,2009

社会保障研究所,日本社会保障資料Ⅱ,1975,286

厚生労働省,厚生労働白書,2006,65。

1985年先進5力国により発表された為替レート安定化に関する合意である。実質的な円高ドル安に誘導

する内容であった。

前掲,70

平成9年の北海道拓殖銀行の破綻をはじめに,2003年の足利銀行の破綻までに,Ⅱ行が破綻した。

゜2008年9月15日,アメリカ合衆国の投資銀行であるりーマン・ブラザーズが破綻した出来事。これが世

界的金融危機の大きな引き金となり,それに続く金融危機,不況をもたらした。

島根県の実施状況にっいては,島根県健康福祉部高齢者福祉課へのヒアリング調査と,提供を受けた資

料によるものである。

'平成21年10月27日,厚生労働省職業安定局「介護人材確保施策の積極的な推進にっいて」の通知による。

m完全失業率:総務省統計局「労働力調査」各年版,長期失業率:総務省統計局「労働力調査」,職業計の

有効求人倍率,介護関係職種の有効求人倍率:厚生労働省職業安定局阿哉業安定業務統計」各年版によ

る。

"完全失業率:総務省統計局「労働力調査」,職業系・介護サービスの職業の有効求人倍率:厚生労働省職
業安定局阿哉業安定業務統計各年版」による

゜)厚生労働省阿哉業安定業務統計」による

アベノミクスの成長戦略に欠かせない主な成長目標を示している。

'総務省統計局「平成24年経済センサス」による。
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